
議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

議第３９号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係条例の整備に関

する条例の制定について 

地方公務員法及び地方自治法の改正により

新たな非常勤の職員として会計年度任用職

員が設けられたため、その任用、勤務条件

等に関し所要の規定整備を行うもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第４０号 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の

適正化等を図るための関係法律の整備に関

する法律等の施行に伴う関係条例の整備に

関する条例の制定について 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の

適正化等を図るための関係法律の整備に関

する法律の制定等により、成年被後見人等

の権利の制限に係る措置の適正化等につい

て所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４１号 
橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費

用弁償に関する条例の一部改正について 

公職選挙法施行令の一部改正により、投票

管理者の交替制が可能となり、これに対応

するため投票管理者の報酬について所要の

改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４２号 
橿原市立幼稚園保育料条例の一部改正につ

いて 

子ども・子育て支援法施行令の一部改正に

より、幼稚園の利用料の無償化が行われ、

これに対応するため所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第４３号 
橿原市執行機関の附属機関に関する条例の

一部改正について 

執行機関の附属機関として、橿原市保育

所・幼稚園適正配置検討委員会を設置する

ため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４４号 
橿原市災害弔慰金の支給等に関する条例の

一部改正について 

災害弔慰金の支給等に関する法律等の一部

改正により、償還金の支払猶予制度の明確

化等が行われ、これに対応するため所要の

改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４５号 
橿原市保育所における保育に関する条例の

一部改正について 

子ども・子育て支援法施行規則の一部改正

により、所要の規定の整理を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４６号 

橿原市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

子ども・子育て支援法の改正等に伴い、特

定教育・保育施設等の運営に関する基準に

ついて所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第４７号 

橿原市家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正につい

て 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準の一部改正により、保育所等との連携、

連携施設に関する特例、食事の提供の経過

措置及び連携施設に関する経過措置につい

て、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第４８号 

橿原市放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準の一部改正により、都道府県知

事のみでなく指定都市の長も放課後児童支

援員認定資格研修を実施できることとされ

たため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第４９号 橿原市印鑑条例の一部改正について 

住民基本台帳法施行令の一部改正により、

住民票への旧氏の記載が可能となり、印鑑

登録原票においても旧氏の登録を可能とす

るため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５０号 橿原市上水道給水条例の一部改正について 

水道法等の一部改正により、指定給水装置

工事事業者の指定の更新等について、所要

の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５１号 特定事業契約の変更について 

本件契約の維持管理・運営業務等の対価に

適用される消費税率が改定されることによ

り、特定事業契約の契約金額に変更が生じ

るため、これにつき議会の議決を求めるも

の 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 



議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

議第５２号 
訴えの提起について（建物明渡請求及び市営

住宅家賃支払請求） 

市営住宅家賃を滞納している者に対し、市

営住宅の明渡し及び市営住宅家賃等の支払

を求めるため、訴えの提起について、地方

自治法第９６条第１項第１２号の規定に基

づき、議会の議決を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５３号 
権利の放棄について（生活保護法第６３条返

還金） 

債務者が免責された生活保護法第６３条返

還金に係る金銭債権の権利の放棄につい

て、地方自治法第９６条第１項第１０号の

規定に基づき、議会の議決を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５４号 
権利の放棄について（市営住宅家賃及び賃料

相当損害金） 

債務者が免責された市営住宅家賃及び賃料

相当損害金に係る金銭債権の権利の放棄に

ついて、地方自治法第９６条第１項第１０

号の規定に基づき、議会の議決を求めるも

の 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５５号 
令和元年度橿原市一般会計補正予算（第２

号）について 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１

６５，１１０千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ４２，８９６，

７１６千円とする。（以下、略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第５６号 
令和元年度橿原市介護保険特別会計補正予

算（第２号）について 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７

８，７７３千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ８，２９４，５７

３千円とする。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第５７号 
橿原市議会の議員の定数を定める条例の一

部改正について 

橿原市議会の議員定数を２４人から２３人

に改めるもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

認第 １ 号 
平成３０年度橿原市一般会計歳入歳出決算

認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ２ 号 
平成３０年度橿原市国民健康保険特別会計

歳入歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ３ 号 
平成３０年度橿原市後期高齢者医療特別会

計歳入歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ４ 号 
平成３０年度橿原市介護保険特別会計歳入

歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ５ 号 
平成３０年度橿原市駐車場事業特別会計歳

入歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ６ 号 
平成３０年度橿原市墓園事業特別会計歳入

歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

全

会

一

致 

認第 ７ 号 
平成３０年度橿原市共有財産処分特別会計

歳入歳出決算認定について 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づ

くもの 

認

定 

全

会

一

致 



議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

認第 ８ 号 
平成３０年度橿原市上水道事業会計決算認

定について 

地方公営企業法第３０条第４項の規定に基

づくもの 

認

定 

賛

成

多

数 

認第 ９ 号 
平成３０年度橿原市下水道事業会計決算認

定について 

地方公営企業法第３０条第４項の規定に基

づくもの 

認

定 

賛

成

多

数 

決第 ５ 号 
高齢者の安全運転支援と移動手段の確保を

求める意見書 

議員提案により意見書を、関係行政庁に対

し提出するもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

決第 ６ 号 
議員定数の削減により生じる予算に関する

決議書 

議員定数の削減により生じる予算に関し

て、橿原市の子ども達の教育向上のために

執行することを強く要望する決議を表明す

るもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

同意第４号 
教育委員会の委員任命につき同意を求める

ことについて 

教育委員会の委員１人が、令和元年１０月

２４日に任期満了となるため、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第４条第２

項の規定に基づき、委員を任命するもの 

同

意 

全

会

一

致 

同意第５号 人権擁護委員の委員候補者の推薦について 

人権擁護委員１人が、令和元年１２月３１

日に任期満了となるため、人権擁護委員法

第６条第３項の規定に基づき、委員候補者

の推薦につき議会の意見を求めるもの 

同

意 

全

会

一

致 

同意第６号 

農業委員会の委員任命及び農業委員会の委

員の認定農業者過半数要件 

の例外規定適用につき同意を求めることに

ついて 

農業委員会の委員１４人が、令和元年１１

月３０日に任期満了となるため、農業委員

会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、委員を任命し、併せて、農業委員会

等に関する法律施行規則第２条第２号の規

定に基づき、農業委員会の委員の認定農業

者過半数要件の例外規定適用につき、議会

の同意を求めるもの 

同

意 

全

会

一

致 

報第 ５ 号 
平成３０年度橿原市健全化判断比率及び資

金不足比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

より報告 

報

告 
－ 

報第 ６ 号 
平成３０年度橿原市土地開発公社の経営状

況の報告について 

地方自治法第２４３条の３第２項の規定に

より報告 

報

告 
－ 

 

※継続審査としていた「議第４１号 橿原市議会の議員の定数を定める条例の一部改正について」は、提出者であ

る原山議員より撤回請求があり、本会議において撤回することが決定されました。 


